近江八幡市

建築工事施工状況報告書取扱要領
第１．目的

　近年、共同住宅等の建築物の構造などについて、指摘される数々の欠陥や、法令の複雑化により工事監理者による工事監理の励行がより一層必要とされている。

　従って、工事監理者から施工状況報告書の提出を徹底することにより、工事監理体制の確立を図り、建築物の質の向上を図ることを目的とする。

第２．対象建築物

　この運用取扱いの適用を受ける対象建築物は、鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、又はこれらとその他の構造とを併用する建築物で、新築又は増築等に係る部分のうち鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造の部分が次の各号の一に該当するものとする。ただし、国、都道府県若しくは建築主事を置く市町村の建築物又は、建築基準法第６８条の１１第１項の規定に基づき、型式部材等製造者の認証を受けた建築物は除く。
（１）階数が３以上で、かつ、床面積の合計が３００㎡を超えるもの

（２）床面積の合計が５００㎡を超えるもの

（３）階数が４以上であるもの

（４）その他建築主事が特に必要と認めるもの

第３．工事施工状況報告書の作成及び提出

　対象建築物の工事監理者は、工事施工状況報告書を作成するものとし、建築主は、これを躯体工事完了後速やかに建築主事に提出するものとする。ただし、工事監理者が建築主からの依頼により代行して提出することは差し支えない。

第４．建築工事施工状況報告書の作成及び提示書類

　１．　建築工事施工状況報告書の内容は別記様式１に定める様式とする。また、鉄筋コンクリート工事の場合は鉄筋コンクリート工事施工状況報告書（別記様式２）を、鉄骨工事の場合は鉄骨工事施工状況報告書（別記様式３）（「鉄骨造建築物等の品質適正化について」（平成４年建設省住指発第３４９号）の運用取扱い第５）を、鉄骨鉄筋コンクリート造の場合は鉄筋コンクリート工事施工状況報告書（別記様式２）及び鉄骨工事施工状況報告書（別記様式３号）を、基礎工事に杭を使用する場合は特殊基礎工事施工状況報告書（別記様式４）を併せて提出するものとする。
　　２．建築工事施工状況報告書の提出時に提示又は提出する書類は、次の各号に定めるものとする。

　　　（１）鋼材の品質証明書（写し）

　　　（２）工事の実施状況を示す写真

　　　（３）各種強度試験結果（コンクリート、鉄筋、杭打ち等）

　　　（４）その他、建築主事が特に必要と認めた書類

第５．実施期日

　本要領は、平成８年１月１日から施行する

　本要領は、平成１７年８月１日から施行する
